
 

 
平成 28年 3月 18日 

各    位 

会 社 名  ラ サ 商 事 株 式 会 社 

代表者名  代表取締役社長    井 村 周 一 

                （コード番号 3023 東証第一部） 

問合せ先  常務取締役経営企画室長  大 岡    隆 

          （ T E L： 0 3 - 3 6 6 8 - 8 2 3 1） 
 

 

 

 

大平洋機工株式会社株式の追加取得に関するお知らせ 
 

 

当社は、持分法適用会社である大平洋機工株式会社の株式を株式会社荏原製作所より追加取得する 

ことといたしましたのでお知らせいたします。 

 

記 

 

１．株式追加取得の理由 

当社は、当社の主力製品でありますワーマンポンプ、ヒドロスタルポンプの総販売代理

店契約を大平洋機工株式会社と締結し、長期に亘り同社製品の販売等を行っております。

本株式追加取得により、製造会社である大平洋機工株式会社との協力関係を一層強化し、

製販一体となって多様化する顧客ニーズへの柔軟かつ迅速な対応を実現し、競争力強化を

図るものであります。 

 

 

２．株式追加取得する持分法適用会社（大平洋機工株式会社）の概要 

（１） 名 称  大平洋機工株式会社 

（２） 所 在 地  千葉県習志野市東習志野 7-5-2 

（３） 代表者の役職・氏名  代表取締役社長 山田 信幸 

（４） 事 業 内 容  スラリーポンプ・汚泥ポンプ・各種ミキサを中心とした 

一般産業用機械製造業 

（５） 資 本 金  490,000,000円 

（６） 設 立 年 月 日  昭和 59年 2月 20日 

（７） 大株主及び持株比率 
（平成 28年 3月 18日現在） 

 株式会社荏原製作所       40.0％ 

ラサ商事株式会社        25.5％ 

株式会社パシフィックソーワ   25.5％ 

大平洋金属株式会社        6.9％ 

その他              2.0％ 

（８） 上場会社と当該会社 

と の 間 の 関 係 

 資本関係 当該会社は、当社の発行済株式総数の 1.7％

にあたる 207,000 株を保有しています。当

社は、当該会社の発行済株式総数の 25.5％

にあたる 2,500株を保有しています。 

（平成 27年 9月 30日現在） 

   人的関係 当社の取締役 1 名が当該会社の取締役を兼

務しております。 

   取引関係 当社は、当該会社との間で当社の主力製品

であるワーマンポンプ、ヒドロスタルポン

プについて総販売代理店契約を締結し、製

品を仕入れております。 



（９） 当該会社の最近３年間の経営成績及び財政状態 

 決算期  平成 25年３月期 平成 26年３月期 平成 27年３月期 
 純 資 産  2,473百万円 2,703百万円 2,993百万円 
 総 資 産  7,217百万円 7,410百万円 7,004百万円 
 1 株 当 た り 純 資 産  252,431円 275,833円 305,482円 
 売 上 高  4,665百万円 4,626百万円 4,433百万円 
 営 業 利 益  457百万円 434百万円 469百万円 
 経 常 利 益  436百万円 419百万円 471百万円 
 当 期 純 利 益  286百万円 253百万円 293百万円 
 1 株当たり当期純利益  29,223円 25,819円 29,945円 

 

 

３．所有株式の状況 

（１） 異動前の所有株式数  2,500株 

（所有割合：25.5％） 

（２） 取 得 株 式 数 

及 び 取 得 価 額 

 1,960株 

（発行済株式数に対する割合：20.0％） 

（取得価額：659百万円） 

（３） 異動後の所有株式数  4,460株 

（所有割合：45.5％） 

 

(参考)株式譲受実行後の大平洋機工株式会社の株主構成 

株主名称 所有株式数 所有比率 

ラサ商事株式会社 4,460株 45.5％ 

株式会社パシフィックソーワ 4,460株 45.5％ 

大平洋金属株式会社 680株 6.9％ 

その他 200株 2.0％ 

 

 

４．日程 

（１）株式譲受契約締結日 平成 28年 3月 18日 

（２）株式譲受実行日 平成 28年 4月 4日（予定） 

 

 

５．今後の見通し 

   本件株式取得による平成 28 年 3 月期の当社連結および単体業績への影響はありません。

なお、本件株式取得後も大平洋機工株式会社は、引き続き当社の持分法適用会社となりま

す。平成 29 年 3 月期の連結業績に与える影響につきましては、平成 28 年 3 月期決算短信

にて連結業績見通しを開示する予定です。 

 

 

以  上 


